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それにより、21 世紀に向けた環境と開発を議論する場として、1992 年 6 月、リオ・デ・
ジャネイロで環境と開発に関する国連会議が開催された。このサミットでは、182 カ国、
102 名の首脳や国際機関、NGO などが参加し、持続可能な発展を実現するための具体的
な行動計画であるアジェンダ 21 が 178 カ国により採択された。また、これを機に、後述
する EU では、持続可能な発展の概念にもとづく政策課題に向けた取り組みとして、CSR
を推進していくことになる。
さらに、2002 年 9 月、ヨハネスブルグで持続可能な開発に関する世界首脳会議が開催
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表 1 国際会議における企業と社会の持続可能な発展の経緯




























































EU は、2004 年 5 月 1 日、25 カ国へと拡大し、2007 年 1 月 1 日には、27 カ国へと拡






る問題解決に向けた政策課題に重点を置いてきた。とくに、2000 年 3 月、リスボン欧州
理事会で採択されたリスボン戦略（Lisbon Strategy）は、持続可能な発展のための政策課








た。その一環として、2000 年 6 月に採択された EU 社会政策アジェンダでは、雇用、経
済・市場統合による社会影響、労働条件分野における CSR の重要性を強調している2。
また、欧州委員会（EC）は、2001 年 7 月、CSR を推進していくためのたたき台として
『Green Paper』を公表した。その後、2002 年 7 月、Green Paper に対する意見を反映し






2002 年 10 月、EU 企業、労働組合、NGO、機関投資家、消費者などの利害関係者 18 団
体による欧州マルチステークホルダー・フォーラム（European Multi Stakeholder 
Forum）を開催した3。
これを受けて、2003 年 6 月、エビアン・サミットでは、成長の促進と責任ある市場経
済の増進のなかで、CSR が項目として盛り込まれ、企業による自主的努力を歓迎する、と











に合わせた CSR 指針を改定、公表している。こうした CSR 指針策定の動きは、表２のよ




3 このフォーラムでは、EU における今後の CSR 促進活動について 20 ヵ月におよぶ協議が行われた結
果、2004 年 6 月に最終報告書『Final Results & Recommendations』が公表された。また、欧州委員会




Journal of Innovation Management No.4 －110－
表 2 代表的な CSR に関する企業行動指針の系譜
過程 策定年 策定機関 指針・ガイドライン･規格名
1976 年 OECD OECD 多国籍企業行動指針注 1）萌芽期
1977 年 サリバン（Leon H. Sullivan） サリバン原則注 2）
1989 年 Coalition for Environmentally 
Responsible Economies（CERES） セリーズ原則
1991 年 米国連邦議会量刑委員会 連邦量刑ガイドライン
1991 年 経済団体連合会 経団連企業行動憲章注 3）
1994 年 コー円卓会議 コー円卓会議の企業行動指針
1997 年 環境省 環境報告書ガイドライン注 4）
1997 年 Council on Economic Priorities 
Accreditation Agency（CEPAA） SA8000
注 5）
1998 年 オーストラリア規格協会 AS3806 




1999 年 麗澤大学経済研究センター企業倫理研究プロジェクト ECS2000
注 7）
2000 年 国連 国連グローバル・コンパクト
2000 年 GRI GRI サステナビリティリポーティングガイドライン注 8）
2001 年 EC Green Paper 
2001 年 経済産業省 ステークホルダー重視による環境レポーティングガイドライン
2002 年 EC White Paper 
2002 年 東京商工会議所 企業行動規範






2003 年 オーストラリア規格協会 AS8003 
2003 年 フランス規格協会 SD21000 
2005 年 日本経済団体連合会 CSR 推進ツール
発展期
2006 年 UNEP Finance Initiative and UN 
Global Compact 
Principles for Responsible Investment
（注 1） OECD 多国籍企業行動指針は、1979 年、84 年、91 年、2000 年に改定している。
（注 2） サリバン原則は、1999 年にグローバル・サリバン原則として改定している。
（注 3） 経団連企業行動憲章は、1996 年、2002 年、2004 年に改定している。
（注 4） 環境報告書ガイドラインは、2000 年度版、2003 年度版として改定している。
（注 5） SA8000 は､2001 年に改定し､策定機関が Social Accountability International(SAI)に変わった。
（注 6） AA1000 は、2003 年にAA1000AS（Assurance Standard）、2005 年にAA1000SES（Stakeholder 
Engagement Standard）として公表している。
（注 7） ECS2000 は、2000 年に改定している。
（注 8） GRI サステナビリティリポーティングガイドラインは､2002 年版､2006 年版を公表している｡






OECD の『OECD 多国籍企業行動指針4』（以下「OECD 指針」という）や、レオン・サ
リバン（Leon H． Sullivan）が 1977 年に策定した『サリバン原則5』が策定されている。
ついで、成長期では、CSR 指針の内容は、その都度、経営環境に適合したかたちで改定さ
れ、公表されているのが特徴である。それに伴い、発展期では、CSR に関する内容が多岐

















私的機関では、ICCR（Interfaith Center on Corporate Responsibility）、EIRIS（Ethical 
Investment Research Services）、エティベルに代表されるように、NGO のほかに機関投
資家、コンサルタント会社などが参画しており、利害関係者に対して CSR や SRI 関連情
報の提供をしている。また、企業に対して厳しい目で企業行動を監視し、評価、提言して
いることが特徴である。
各国規格機関では、ISO、SAI（Social Accountability International）、ISEA（Institute 
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いとして、corporate を除いた SR 規格として、2004 年 6 月、ストックホルムの ISO/CSR
国際会議において、第三者認証を目的としない SR に関するガイダンス文書の策定が決議
された。SR 規格は、ISO26000 として、2009 年 11 月頃に発行される予定である。
このように、ひとくちに CSR 指針の特色といっても、策定機関によっては CSR 指針の
位置づけや企業に対する影響力が異なってくる。また、こうした CSR 指針には、法的拘
束力や罰則などはなく、企業による自主的な取り組みが求められている。そのため、企業
の中核に位置する経営者がこうした CSR 指針の理念を理解したうえで、企業独自の CSR
を果たしていくことが経営における重要課題になるであろう。
表 3 CSR に関する企業行動指針の種類
種類 主体機関 策定機関
公的国際機関 OECD、国連、ILO、EU、EC など
国際機関 私的国際機関 GRI、コー円卓会議、WBCSD など
政府機関 経済産業省、環境省など
国内機関 公的国内機関 日本経済団体連合会、経済同友会、東京商工会議所など
国際 NGO 私的機関 ICCR、EIRIS、エティベルなど
国際規格 各国規格機関 ISO、SAI、ISEA、麗澤大学など
（出所） 筆者作成。
4. 国際機関の CSR に関する企業行動指針
4.1 国際機関の CSR に関する企業行動指針の位置づけ
ここでは、国際機関を代表する GRI、OECD、国連の指針の内容について詳しくみてい










（triple bottom line）を推奨している。このトリプル・ボトムラインは、1997 年、英国
8 OECD は、2005 年 9 月 21 日、『OECD 多国籍企業行動指針』の各国政府のコミットメントを強化す
るための見直し結果を 5 年ぶりに発表した。
9 GRI(2002)。また、GRI は、2006 年 1 月 18 日、第 3 版のガイドラインとして、『ドラフトサステナビ
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表 4 GRI サステナビリティリポーティングガイドライン























































































⑥ OECD 指針は、OECD 支持国だけでなく、非加盟国の一部にも支持されている。
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4.5 国際機関の CSR に関する企業行動指針の収斂化について
国際機関の CSR 指針は、OECD 指針、グローバル･コンパクトなどのデジューレ･スタ













まざまな利害関係者に対し、自主的に発行する CSR に関する報告書（CSR 報告書など）
の作成において、とくに参考にしているのが GRI ガイドラインや環境省の『環境報告書ガ
イドライン（2003 年度版）13』等である。このことは、国際機関の CSR 指針のもつ優位
性や性質が企業経営へ浸透していることが確認できる（図 1 参照）。






















































るための 1 つのツールである、ということである。以下では、具体的に NEC グループ、




ように、NEC における CSR 経営の推進基盤の 1 つている。NEC の企業理念には、社会
14 松下電器産業とリコーにおける CSR の実践については、青木(2006d)を参照のこと。
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この企業理念を具現化したのが、「NEC グループ企業行動憲章」である。この NEC グ
ループ企業行動憲章は、2004 年 4 月に制定され、CSR 遂行の観点から NEC グループの








































5.4 リコーグループの CSRへの取り組み 









また、リコーは、2002 年 4 月、国連のグローバル･コンパクトに日本企業では 2 番目に
参加している。こうした動きは、リコーが独自の CSR 指針を策定することと無関係では
ない。なぜなら、リコーは、国際機関の CSR 指針の趣旨にもとづいて、リコーグループ

















持続可能な発展に寄与していくことを決定づけたのは、1992 年 6 月、リオ・デ・ジャネ
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与えている。
CSR 指針策定の系譜では、萌芽的指針として、1976 年に OECD の『OECD 多国籍企
業行動指針』に遡る。CSR 指針は、以後、さまざまな策定機関から時代を反映した CSR











沿った企業独自の CSR 指針を策定し、企業構成員が CSR に対する価値観を共有し、企業
グループで実践していることが事例を通じて明らかになった。
しかしながら、本稿では、触れることのできなかったいくつもの課題が残されている。
第一に、CSR 指針策定の 3 つの分類については、さらなる考察が必要である。第二に、国
際機関の CSR 指針が世界標準型あるいは国際基準としての妥当性や実効性について、よ
り詳細な考察が必要である。第三に、すべての企業は、国際機関の CSR 指針にもとづい
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